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国土強靱化に資する民間の取組の促進

関係府省庁は、意見聴取で出された意見も踏まえ、先導的な取
組等の情報提供、各種規制の見直し、税制の活用等、民間の取
組推進に資する施策を一層進めるとともに、民間の取組推進に資
する各種制度の有効活用に向けて、その周知に努める。また、「国
土強靱化民間の取組事例集」や国土強靱化貢献団体認証制度に
ついて、関係団体への周知等によりその普及に協力する。

（国土強靱化の推進に関する関係府省庁連絡会議（第19回）取り決め 平成30年7月27日より抜粋）

１．国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策（別紙１）及び施策集（詳細版）
・関係府省庁に対して時点修正・資料提供等依頼：平成31年2月上旬（予定）
・年次計画の参考資料として公表（予定）し、施策集として平成31年春頃公表（予定）

平成３０年９月公表
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国土強靱化に資する民間の取組の促進

➤業種別内訳
製造業 ：４０団体
建設業 ：２７団体
学術研究､専門･技術サービス業：１４団体
卸売業･小売業 ：１４団体
金融業･保険業 ：１２団体
サービス業(ほかに分類されないもの) ： ８団体
情報通信業 ： ６団体
運輸業、郵便業 ： ５団体

今年度第２回認証までの認証実績

※非公開団体１団体を除く。

３．国土強靱化民間の取組事例集
・平成31年版：平成31年4月頃公表（予定）
・平成32年版：平成31年夏頃公募・関係府省庁へ周知依頼（予定）

４．国土強靱化貢献団体認証制度
・事業継続に積極的に取り組んでいる企業等を「国土強靱化貢献団体」とし
て第三者が認証する仕組みを平成２８年度に創設
・「国土強靱化貢献団体」のうち社会貢献に積極的に取り組んでいる企業等
を「国土強靱化貢献団体（＋共助）」とする仕組みを新設（平成３０年７月）

２．国土強靱化に資する税制改正（別紙２）
・平成30年8月：平成31年度要望事項の概要とりまとめ、公表
・平成30年12月：平成31年度改正事項の概要とりまとめ、公表
※平成32年度要望にあたっては、重要インフラ緊急点検・3か年緊急対策、基本計画見直し等を

踏まえて税として必要な対応を検討されたい。

平成31年4月
公表予定

■累積認証団体：１４１団体（うち＋共助２５団体）
➤規模別内訳

３０１人以上 ：５７団体
１０１人以上３００人以下：３２団体
３１人以上１００人以下：２６団体

３０人以下：２５団体



国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

１．予算等

府省庁名
（主務に○）

施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○国土交通省 ２)住宅・都市

1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3

住宅・建築物の耐震化
の促進

・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の
認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円
滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急
促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得
税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。

（交付金）
平成7年度
（補助金）

平成25年度

①防災・安全交付
金等の内数

②住宅対策26,128
の内数

○国土交通省 ２)住宅・都市 1-1　7-1
密集市街地の改善に向
けた対策の推進

密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等
の取組を支援する。

①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度

①防災・安全交付
金等の内数

②住宅対策26,128
の内数

○国土交通省 ２)住宅・都市
1-1　2-1

2-5
主要駅周辺等における
帰宅困難者対策

大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市
機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。

平成24年度 101

○国土交通省 ２)住宅・都市 1-1
地下街の防災対策の推
進

都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態
となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点
検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や
地下街設備の改修等を支援する。

平成26年度
市街地整備

400

○国土交通省 ２）住宅・都市 5-2
防災性に優れた業務継
続地区の構築

都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災
害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進する
ため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関
連施設の整備等）を支援する。

平成27年度 98

○国土交通省 ２)住宅・都市 1-1

サステナブルな社会の
形成を目指すリーディン
グ・プロジェクトへの支
援

住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物
のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディ
ング・プロジェクトを支援する。

平成27年度 10,221の内数

○国土交通省 ２)住宅・都市
1-1　2-1
2-5　2-6

帰宅困難者・負傷者対
応のための防災拠点の
整備促進

首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力
を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。

平成26年度
住宅対策

26,128の内数

○国土交通省 ２)住宅・都市 1-1
空家等対策の推進に関
する特別措置法に基づ
く市町村の取組を推進

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携し
た総合的な空き家対策を支援する。

平成28年度
住宅対策

26,128の内数

○国土交通省 ２）住宅・都市 1-4
特定地域都市浸水被害
対策事業

下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められ
た都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑
制に資する施設の整備を支援。

平成27年度 242

（別紙１）
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

１．予算等

府省庁名
（主務に○）

施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○厚生労働省
３）保健医療・福

祉
1-1　2-7

社会福祉施設等の耐震
化

自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に
対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。

①（次世代育成
支援対策施設整
備交付金）
平成17年度
②（保育所等整
備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸
付事業
（社会福祉事業
施設等貸付事業
利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施
設等施設整備費
補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福
祉空間整備等施
設整備交付金）
平成17年度

①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数

○厚生労働省
３）保健医療・福

祉
1-1　1-2

2-6
医療施設の耐震化

災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域
の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。

平成8年度
医療提供体制施設
整備交付金3,242の
内数

○環境省
３）保健医療・福

祉
2-7

中小規模福祉施設への
省エネ設備導入支援

福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉
施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省
エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。

平成28年度 5,000の内数

○経済産業省
 ４）エネルギー
2-1　2-4
5-2　6-1

災害対応型SSの整備
及び能力強化

災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対
応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。

平成22年度 2,403

○経済産業省
 ４）エネルギー
2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1

地域における石油製品
流通網の最後の砦であ
るSSの維持

SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンク
からの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。

平成23年度

離島・ＳＳ過疎地に
おける流通合理化
支援事業費4,760の

内数

○経済産業省
 ４）エネルギー
2-1　2-4
5-2　6-1

災害時等に備えて需要
家側に燃料タンクや自
家発電設備の設置等の
推進

避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料
備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や
設置工事に要する費用を支援。

平成26年度 729

○経済産業省 ４）エネルギー 6-1

災害時において事業所
内に電力を共有するた
めの自立・分散型エネ
ルギー設備の導入支援

エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネ
ルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシス
テム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。

平成27年度 70,000の内数
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

１．予算等

府省庁名
（主務に○）

施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○農林水産省 ４）エネルギー 6-1

木材需要の創出・輸出
力強化対策のうち「地
域内エコシステム」構築
事業

森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密
着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。

平成30年度 394

○農林水産省 ４）エネルギー 6-1

持続可能な循環資源活
用総合対策のうち循環
資源活用支援事業（農
山漁村再生可能エネル
ギー地産地消型構想支
援事業）

　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再
生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な
農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネル
ギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。

平成28年度 39

○経済産業省
 ４）エネルギー

2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2

製油所の耐震強化等に
よる石油製品入出荷機
能の確保

製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐
性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増
強策を支援する。

平成24年度

石油コンビナートの
生産性向上及び強
じん化推進事業
13,500の内数

○経済産業省 ４）エネルギー
2-1　2-4
3-4　5-2

6-1

災害時石油ガス供給連
携計画の訓練の継続及
び計画の見直し

今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課
題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応
能力の向上を図る

平成26年度 208

○経済産業省 ４）エネルギー
2-1　2-4
5-2　6-1

災害時対応可能な天然
ガス利用設備の導入及
び機能維持強化により
天然ガスシフトの促進
及び災害時の強靱性を
向上

災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を
支援。

平成29年度 1250

○総務省 ６）情報通信 1-6　4-3
災害対策としてのラジオ
中継局の整備を推進

災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果た
す放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ
送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を
行い、当該整備を推進する。

平成25年度 330

○総務省 ６）情報通信 1-6　4-3
難聴地域解消のための
ラジオ中継局の整備を
推進

災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を
果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中
継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。

平成26年度 1,830

○国土交通省 ８)交通・物流
1-3　1-6

2-1
港湾における津波避難
対策の実施

港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対
策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事
業者への支援を行う。

平成26年度

港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金
の内数

○国土交通省 ８)交通・物流
5-2　5-3
6-1　7-2

コンビナート災害の発
生・拡大防止と機能停
止時のエネルギー供給
確保

非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するた
め、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が
実施する耐震改修等の取り組みを推進する。

平成26年度

港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金
の内数

○国土交通省 ８)交通・物流
1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4

鉄道施設の耐震対策
首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用
者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高
架橋等の耐震補強を推進する。

平成25年度 3,982の内数
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２
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・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

１．予算等

府省庁名
（主務に○）

施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○国土交通省 ８)交通・物流 老朽化対策
鉄道施設の戦略的維持
管理・更新

鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、こ
れら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す
地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する
鉄道施設の補強・改良を推進する。

平成20年度 3,982の内数

○国土交通省 ８)交通・物流 1-4
地下駅を有する鉄道の
浸水対策

各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部
等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することに
より、防災・減災対策の強化を図る。

平成27年度 3,982の内数

○農林水産省 ９）農林水産 5-8
官民連携新技術研究開
発事業

農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官
民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の
研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。

平成9年度 97

○農林水産省 ９）農林水産 7－6 多面的機能支払交付金
農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活
動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付
し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。

平成26年度 48,401

○農林水産省 ９）農林水産 7－6

林業・木材産業成長産
業化促進対策のうち木
材産業等競争力強化対
策

木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 平成30年度 12,290の内数

○農林水産省 ９）農林水産 7－6

木材産業・木造建築活
性化対策のうちＣＬＴ等
新たな木質建築部材利
用促進・定着事業

新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。

平成30年度 1,087の内数

○農林水産省 ９）農林水産 7－6

木材産業・木造建築活
性化対策のうち非住宅
分野を中心とした無垢
構造材等利用拡大事業

木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大
する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。

平成30年度 1,087の内数
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

２．税制

府省庁名 施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○国土交通省
内閣府

２）住宅・都市

1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3

【税制】住宅・建築物の
耐震化の促進【再掲】

・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の
認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円
滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急
促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得
税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。

（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度

－

○国土交通省 ２)住宅・都市 1-1　7-1
【税制】密集市街地の改
善に向けた対策の推進

密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防
災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。

平成16年度 －

○国土交通省
内閣府

２）住宅・都市 1-4　6-5
【税制】雨水貯留利用施
設に係る割増償却制度

下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した
場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるも
の。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。

平成10年度 －

国土交通省
○内閣府

２）住宅・都市

【税制】地震防災対策の
用に供する償却資産に
係る課税標準の特例措
置

大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震
防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産
を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。

昭和58年度 －

○国土交通省
内閣府

２）住宅・都市 1-3　1-4
【税制】浸水防止用設備
に係る課税標準の特例
措置

洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その
他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規
定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止
機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。

平成26年度 －

○国土交通省 ２）住宅・都市 1-1

【税制】市街地再開発事
業における特定の事業
用資産の買換え等の特
例措置

所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のう
ち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留
床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。

昭和44年度 －

○国土交通省 ２）住宅・都市 1-1

【税制】市街地再開発事
業の施行に伴う新築の
施設建築物に係る税額
の減額措置

新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置によ
り、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。

昭和50年度 －

○経済産業省
農林水産省
国土交通省

環境省

４）エネルギー
【税制】省エネ再エネ高
度化投資促進税制

＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対し
て、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導
入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税

平成30年度 －

○経済産業省
環境省

４）エネルギー 6-1
【税制】コージェネレー
ションに係る課税標準
の特例措置

一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標
準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税

平成25年度 －

○総務省
内閣府

６）情報通信 4-1
【税制】地域データセン
ター整備促進税制

法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電
気通信設備に対して支援。

平成30年度 －
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

２．税制

府省庁名 施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○総務省 ６）情報通信 1-6　4-3
【税制】災害対策として
のラジオ中継局の整備
を推進

災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果た
す放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ
送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を
行い、当該整備を推進する。

平成26年度 －

○内閣府 ７）産業構造 5-1
【税制】地方拠点強化税
制

東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する
計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にあ
る企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、
東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。

平成27年8月 －

○国土交通省
内閣府

８)交通・物流
1-3　5-3

7-2

【税制】津波対策に資す
る港湾施設等に係る特
例措置

市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内
で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地す
る民間企業の津波対策を促進するもの。

平成24年度 －

○国土交通省
内閣府
総務省

経済産業省

８)交通・物流

1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1
5-1　5-2
5-5　5-8
6-1　6-4

8-4

【税制】防災・減災に資
する道路の無電柱化の
促進に係る特例措置

緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電
気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。

平成28年度 －

○国土交通省
内閣府

８)交通・物流
5-2　5-3
6-1　7-2

【税制】コンビナート災
害の発生・拡大防止と
機能停止時のエネル
ギー供給確保

非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産
税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。

平成26年度 －

○国土交通省
内閣府

８)交通・物流
1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4

【税制】鉄道施設の耐震
対策

鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準
を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を
図っているところ。

平成25年度 －

○国土交通省 ８)交通・物流 2-2

【税制】港湾の整備、維
持管理及び防災対策等
に係る作業船の買換え
等の場合の課税の特例
措置

環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置によ
り、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確
保するもの。

平成26年度 －

○国土交通省
内閣府

１０）国土保全
【税制】津波避難施設に
係る特例措置

津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協
定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘
導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の
特例措置を講じる。

平成24年度 －
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

３．規制改革・情報提供

府省庁名 施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○総務省
１）行政機能／
警察・消防等

 5-3
危険物施設の震災等対
策ガイドライン

東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓
練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切か
つ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。

平成25年度 -

○総務省
１）行政機能／
警察・消防等

6-1
非常災害時における危
険物の貯蔵・運搬

東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯
蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の
安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。

平成25年度 -

○総務省
１）行政機能／
警察・消防等

 5-3　 6-1

内面の腐食を防止する
ためのコーティング等の
措置の実施並びに地下
貯蔵タンク等の規制の
合理化

既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされ
るものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンク
の材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。

平成22年度
-

○総務省
１）行政機能／
警察・消防等

6-1 石油タンクの耐震化
過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐
震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。

平成10年度 -

○国土交通省 ２）住宅・都市 1-1
老朽化マンションの建
替え等の促進

耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及
び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。
また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成
立し、同年９月に施行された。

平成26年度 －

○内閣府 ２）住宅・都市
1-1　2-1

2-5

都市再生緊急整備地域
における滞在者等の安
全の確保

国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保
するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情
報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携によ
る都市の安全確保対策を進める。

平成24年7月 －

○経済産業省
 ４）エネルギー
2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1

被災地以外からのバッ
クアップ体制強化

燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた
課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を
確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付
け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。

平成25年度 -

○経済産業省
 ４）エネルギー
2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1

災害時石油供給連携計
画の訓練続及び計画の
見直し

石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協
力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時
石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、
計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改
善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化
等に取り組む。

平成24年度 -

○経済産業省 ４）エネルギー
2-1　2-4
5-2　6-1

石油サプライチェーンの
維持・強化に向けた関
係機関の協議体制を強
化

関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問
題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の
維持強化の取組を促進。

平成27年度 -

○金融庁 ５）金融 5-7
金融機関等の業務継続
体制に対するモニタリン
グの実施

各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に
重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況
や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制
整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継
続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。

平成16年5月 -

○内閣府 ６）情報通信 1-6
準天頂衛星システムの
開発・整備・運用

測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能
等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供によ
る早期異常検知・避難誘導支援等を実現。

平成30年度 15,330の内数
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ







国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 【アクションプラン２０１８（参考２）】

３．規制改革・情報提供

府省庁名 施策分野
45のプログラ

ム番号
施策名 施策の概要

施策の
開始時期

H30予算等
（百万円）

○経済産業省 ７）産業構造 5-1

製造業の緊急時対応力
向上のため、民間企業
におけるBCP策定の取
組を推進

自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業
のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小
企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。

平成30年度 15

○経済産業省 ７）産業構造 5-1

中小企業における団体
や地域との連携も含め
た効果的なBCP作成の
促進

大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中
小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。

平成29年度 700

○農林水産省 ９）農林水産 5-8

土地改良施設に係る施
設管理者の業務継続体
制の確立（継続計画策
定）の推進及び体制強
化

大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計
画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施
設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。

平成28年度 －

○農林水産省 ９）農林水産 5－8
官民連携新技術研究開
発事業【再掲】

農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官
民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の
研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。

平成9年度 97

○経済産業省
1-3　2-1
7-3　7-4

災害対応等のためのロ
ボット・小型無人機（ド
ローン）の技術開発・実
証

ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を
活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロ
ボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。

平成29年度 3,220
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		　 (参考２）国土強靱化に資する民間の取組促進につながる施策 サンコウ



		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		住宅・建築物の耐震化の促進 ジュウタク ケンチクブツ タイシンカ ソクシン		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。 トウ トクベツ		（交付金）
平成7年度
（補助金）
平成25年度		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局建築指導課
39567 川合
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本 ジュウタクキョク ケンチクシドウカ シガイチ ジュウタク セイビシツ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難地、避難路の整備や建築物の不燃化等の取組を支援する。 ヒナンチ ヒナンロ セイビ ケンチクブツ フネンカ トウ トリクミ シエン		①（交付金）
平成7年度
②（補助金）
平成27年度 コウフキン ホジョキン		①防災・安全交付金等の内数
②住宅対策26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地住宅整備室
39677 松本
都市局都市安全課　32334　佐渡 トシ トシ アンゼンカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5		主要駅周辺等における帰宅困難者対策		大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策を推進する。		平成24年度 ヘイセイ ネン ド		101				都市局まちづくり推進課官民連携推進室　32563　常盤井 トシ キョク スイシン カ カンミン レンケイ スイシンシツ トキワイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		地下街の防災対策の推進		都市内の重要な公共的空間を提供している地下街について、大規模地震発生時には、避難者等が混乱状態となることが懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、地下街管理者が行う地下街の安全点検や周辺の鉄道駅等との連携による地下街の防災対策のための計画の策定や、同計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等を支援する。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		市街地整備
400 シガイチ セイビ				都市局街路交通施設課　32843　礒邉

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		5-2		防災性に優れた業務継続地区の構築		都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区において、エネルギーの自立化・多重化による災害時のエネルギー安定供給が確保される業務継続地区（BCD:Business Continuity District）の構築を推進するため、民間事業者等に対する施設整備事業（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）を支援する。 ジギョウ		平成27年度		98				都市局市街地整備課　32738　中村 トシキョク シガイチ セイビカ ナカムラ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		サステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトへの支援 シャカイ ケイセイ メザ シエン		住宅・建築物の省エネルギー・省ＣＯ２対策、木造化による低炭素化、災害時の継続性等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトに対し支援を行い、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を目指すリーディング・プロジェクトを支援する。 ジュウタク ケンチクブツ ショウ ショウ タイサク モクゾウ テイタンソ カ サイガイジ ケイゾクセイ トウ カカ ジュウタク ケンチクブツ タイ シエン オコナ ソウゴウテキ カンテン シャカイ ケイセイ メザ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		10,221の内数 ウチスウ				住宅局住宅生産課39428 野口 ジュウタクキョク ジュウタク セイサンカ ノグチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　2-1
2-5　2-6		帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進		首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、大量に発生する帰宅困難者や負傷者への対応能力を都市機能として事前に確保するため、防災拠点の整備に対して支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局市街地建築課
39655 佐野 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を推進 アキヤナド タイサク スイシン カン トクベツ ソチホウ モト シチョウソン トリクミ スイシン		空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく市町村の取組を一層促進するため、民間事業者等と連携した総合的な空き家対策を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		住宅対策
26,128の内数 ウチスウ				住宅局住宅総合整備課住環境整備室
39394 福田 ジュウタク キョク ジュウタク ソウゴウ セイビ カ ジュウ カンキョウ セイビ シツ フクダ

		○国土交通省		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4		特定地域都市浸水被害対策事業 トクテイ チイキ トシ シンスイ ヒガイ タイサク ジギョウ		下水道法に規定する浸水被害対策区域もしくは都市再生特別措置法に規定する立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域において、民間事業者等と連携して効率的に浸水対策を図る地域における雨水流出抑制に資する施設の整備を支援。 ゲスイドウ ホウ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ トシ サイセイ トクベツ ソチホウ キテイ リッチ テキセイカ ケイカク サダ トシ キノウ ユウドウ クイキ ミンカン ジギョウシャ トウ レンケイ コウリツテキ シンスイ タイサク ハカ チイキ ウスイ リュウシュツ ヨクセイ シ シセツ セイビ シエン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		242				水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　2-7		社会福祉施設等の耐震化 シャカイ		自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設の安全を確保するため、社会福祉施設の耐震化整備に対する国庫補助や（独）福祉医療機構による低利融資を行う。		①（次世代育成支援対策施設整備交付金）
平成17年度
②（保育所等整備交付金）
平成27年度
③（福祉医療貸付事業
（社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金））
昭和40年度
④（社会福祉施設等施設整備費補助金）
昭和21年度
⑤（地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金）
平成17年度 ヘイセイ ネンド ショウワ		①7,129の内数
②66,371の内数
③3,516の内数
④7,154の内数
⑤1,870の内数 ウチスウ ウチスウ				①子ども家庭局
子育て支援課　
志田（内線4964）

②子ども家庭局
保育課
花山（内線4837）

③社会・援護局
福祉基盤課
名取（内線2866）

④障害保健福祉部
障害福祉課
平山（内線3035）

⑤老健局
高齢者支援課
村田（内線3928） シャカイ エンゴ キョク フクシ キバンカ ナトリ ナイセン ショウガイ ホケン フクシブ ショウガイ フクシカ ナイセン ロウケン キョク コウレイシャ シエンカ

		○厚生労働省 コウセイ ロウドウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		1-1　1-2
2-6		医療施設の耐震化		災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を24時間体制で受け入れる救命救急センター、地域の救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備に対する補助を行う。		平成8年度 ヘイセイ ネンド		医療提供体制施設整備交付金3,242の内数				医政局地域医療計画課
深山(内線2548) イセイキョク チイキ イリョウ ケイカク カ ミヤマ

		○環境省 カンキョウショウ		３）保健医療・福祉 ホケン イリョウ フクシ		2-7		中小規模福祉施設への省エネ設備導入支援		福祉施設等への高効率設備及びシステムの導入支援事業として、一定のＣＯ２削減が期待される小規模福祉施設等において、高効率給湯・空調設備や、コジェネレーションシステム等の導入を支援し、福祉施設等を省エネ化するとともに、利用者の健康の増進を図る。		平成28年度		5,000の内数 ウチスウ				環境省地球温暖化対策事業室
西山・久治
03-5521-8355 カンキョウショウ チキュウ オンダンカ タイサク ジギョウ シツ ニシヤマ ヒサジ		済 スミ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害対応型SSの整備及び能力強化 オヨ ノウリョク キョウカ		災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠点ＳＳ」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援。 サイガイジ タイセイ ジカ ハツデンキ ソナ ジュウミン キョテン セイビ ケンシュウ クンレン ジンザイ イクセイ		平成22年度		2,403				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		地域における石油製品流通網の最後の砦であるSSの維持 チイキ セキユ セイヒン リュウツウモウ サイゴ トリデ イジ		SS過疎地における地域住民の利便性維持のための自治体による計画策定への支援、実証事業、地下タンクからの危険物漏えい防止に係る補強工事等に係る費用を支援。 トウ カカ ヒヨウ シエン		平成23年度		離島・ＳＳ過疎地における流通合理化支援事業費4,760の内数 リトウ カソチ リュウツウ ゴウリカ シエン ジギョウヒ ウチ スウ				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 セキユ リュウツウカ ウノ ミチアイ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進		避難所や病院といった社会的重要インフラなどにおいて、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進すべく、災害対応型LPガスタンクや石油タンク、自家発電設備等を導入する者に対し、購入費用や設置工事に要する費用を支援。 トウ ヒヨウ ヒヨウ シエン		平成26年度 ヘイセイ ネンド		729				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
廣瀬、永井 セキユ リュウツウカ ヒロセ ナガイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		6-1		災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援		エネルギー供給源の多様化のため、電力小売の自由化等により、再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等によるV2X（自動車から各家庭やビルに電力を供給するシステム）について、標準化を進めるなど普及を促進するとともに、スマートコミュニティの形成を推進する。 ヒョウジュンカ スス		平成27年度 ヘイセイ ネンド		70,000の内数				資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課
葉山・登崎
０３－３５８０－２４９２

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		木材需要の創出・輸出力強化対策のうち「地域内エコシステム」構築事業 モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ユシュツリョク キョウカ タイサク チイキナイ コウチク ジギョウ		森林資源をエネルギー等として地域内で持続的に活用する取組（地域内エコシステム）の構築に向け、地域密着型の熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等に係るサポート体制の構築、技術開発等を支援する。 チイキ ミッチャクガタ ネツリヨウ モクシツ リヨウ トウ カカ タイセイ コウチク ギジュツ カイハツ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		394				林野庁木材利用課・6744-2297・高木 リンヤチョウ モクザイ リヨウカ タカギ

		○農林水産省 ノウリン スイサンショウ		４）エネルギー		6-1		持続可能な循環資源活用総合対策のうち循環資源活用支援事業（農山漁村再生可能エネルギー地産地消型構想支援事業） ノウサンギョソン サイセイ カノウ チサン チショウ ガタ コウソウ シエン ジギョウ		　農山漁村における地域主導による再生可能エネルギーの地産地消を支援し、農林漁業者等が主導する再生可能エネルギーの取組への導入を促進させるため、再生可能エネルギーの地産地消の導入までに必要な農林漁業を中心とした地域内のエネルギー需給バランス調整システムの導入可能性調査、再生可能エネルギー設備の導入の検討、地域主体の小売電気事業者の設立の検討等を支援する。		平成28年度 ヘイセイ ネンド		39				食料産業局バイオマス循環資源課・6744-1508・川島、谷口、岡山 ショクリョウ サンギョウキョク カワシマ タニグチ オカヤマ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　5-3
6-1　7-2		製油所の耐震強化等による石油製品入出荷機能の確保 セイユジョ		
製油所等の耐震・液状化対策や入出荷機能を維持すべく、平成25年に実施した地震や液状化等に対する耐性総点検の結果を踏まえ、①耐震・液状化・津波対策、➁設備の安全停止対策、③入出荷バックアップ能力増強策を支援する。
 トウ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業
13,500の内数				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課
03-3501-1993
境 サカイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-4　5-2
6-1		災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し		今後想定される大規模災害等に備え、特定石油ガス輸入業者等に対して防災訓練や訓練により抽出された課題について議論する「中核充塡所委員会」等の運営事業等を支援することにより、LPガスの防災組織の対応能力の向上を図る サイガイ トウ トクテイ セキユ ユニュウ ギョウシャ トウ クンレン チュウシュツ カダイ ギロン チュウカク ジュウテンジョ イインカイ トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		208				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
佐々木 ササキ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		災害時対応可能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進及び災害時の強靱性を向上		災害時にも対応可能な天然ガス利用設備の導入及び天然ガスステーションの機能維持・強化を行う事業者を支援。 サイガイジ タイオウ カノウ テンネン リヨウ セツビ ドウニュウ オヨ テンネン キノウ イジ キョウカ オコナ ジギョウ シャ シエン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		1250				資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室 シゲン チョウ デンリョク ジギョウ ブ シジョウ セイビ シツ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		330				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信		1-6　4-3		難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を推進 チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として特に大きな役割を果たすラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備を行う民間ラジオ放送事業者等に対し、予算措置による支援を行い、当該整備を推進する。 ナンチョウ チイキ カイショウ オコナ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		1,830				情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐
富澤係長

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-3　1-6
2-1		港湾における津波避難対策の実施		港湾で働く労働者等が津波等の災害から安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策の策定や、津波避難施設の整備を促進する。また、避難機能を備えた物流施設等の整備に対する民間事業者への支援を行う。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
46733　信田 ミナト

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、コンビナート災害の発生・拡大防止と、機能停止時のエネルギー供給を確保するため、民間事業者や関係行政機関と連携し、災害発生時における行動計画を策定するとともに、民間事業者が実施する耐震改修等の取り組みを推進する。 ミンカン ジギョウシャ ジッシ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		港湾空港鉄道等
103,343の内数
防災・安全交付金の内数 コウワン クウコウ テツドウ トウ				港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリ シツ アサイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		鉄道施設の耐震対策		首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、国土強靱化の観点から、地震時において、鉄道利用者の安全確保や一時避難場所としての機能の確保及び社会・経済的影響の軽減等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を推進する。		平成25年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		１．予算等 ヨサン トウ

		府省庁名
（主務に○） フショウチョウ メイ シュム		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		老朽化対策 ロウキュウカ タイサク		鉄道施設の戦略的維持管理・更新 センリャクテキ イジ カンリ コウシン		鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を超えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。このため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用はかかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を推進する。		平成20年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
40843 藤井 テツドウキョク シセツカ フジイ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		1-4		地下駅を有する鉄道の浸水対策 エキ ユウ テツドウ		各自治体の定めるハザードマップ等により、浸水被害が想定される地下駅について、出入口、トンネル坑口部等について、鉄道事業者が実施する止水版や防水ゲート等の浸水対策に必要な経費の一部を補助することにより、防災・減災対策の強化を図る。 テツドウ ジギョウ シャ ジッシ ヒツヨウ ケイヒ イチブ ホジョ		平成27年度 ヘイセイ ネンド		3,982の内数 ウチスウ				鉄道局施設課
57858 麻生 テツドウキョク シセツカ アソウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		官民連携新技術研究開発事業 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		多面的機能支払交付金 タメンテキ キノウ シハライ コウフキン		農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う、施設の長寿命化等の農地、水路、農道等の地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付し、多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性化を推進。		平成26年度 ヘイセイ ネンド		48,401				農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室・6744-2197・佐藤 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ ノウチ シゲンカ タメンテキ キノウ シハライ スイシン シツ サトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		林業・木材産業成長産業化促進対策のうち木材産業等競争力強化対策 モクザイ サンギョウ トウ キョウソウリョク キョウカ タイサク		木材製品の安定的・効率的な供給に川上と連携して取り組む木材加工流通施設の整備を支援する。 モクザイ セイヒン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		12,290の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2290・久米村 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ クメ ムラ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうちＣＬＴ等新たな木質建築部材利用促進・定着事業 モクゾウ ケンチク		新たな木材需要の創出に向け、中高層建築物等に活用できるＣＬＴ等の利用を促進するため、
・ＣＬＴを用いた建築物の設計・建築、指導・助言を行う専門家派遣、発注・企画能力向上の研修
・技術基準の整備に必要なデータ収集、民間の創意工夫を活用した独自性、新規性が高い製品・技術開発
等を支援する。 アラ モクザイ ジュヨウ ソウシュツ ム チュウコウソウ ケンチクブツ トウ カツヨウ トウ リヨウ ソクシン モチ ケンチクブツ セッケイ シドウ ジョゲン オコナ センモンカ ハケン ハッチュウ キカク ノウリョク コウジョウ ケンシュウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-2294・藤本、斉藤 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フジモト サイトウ

		○農林水産省 ノウリン スイサン ショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		7－6		木材産業・木造建築活性化対策のうち非住宅分野を中心とした無垢構造材等利用拡大事業 モクザイ サンギョウ モクゾウ ケンチク カッセイカ タイサク ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン ムク コウゾウザイ トウ リヨウ カクダイ ジギョウ		木造率が低位な非住宅分野を中心に木材需要を開拓するため、ＪＡＳ構造材（ＣＬＴ、無垢製材）の活用を拡大する事業者の見える化、地域の先例となり得る建築の実証等を支援する。 モクゾウリツ テイイ ヒ ジュウタク ブンヤ チュウシン モクザイ ジュヨウ カイタク コウゾウザイ ムク セイザイ カツヨウ カクダイ ジギョウシャ ミ カ チイキ センレイ エ ケンチク ジッショウ トウ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		1,087の内数 ウチスウ				林野庁木材産業課・6744-0583・福島、神谷 リンヤチョウ モクザイサンギョウカ フクシマ カミヤ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○国土交通省
内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1　1-2
3-4　4-2
4-3　5-1
5-2　5-7
6-4　7-3		【税制】住宅・建築物の耐震化の促進【再掲】		・耐震改修促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置に加え、耐震改修計画の認定制度や区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度、耐震性に係る表示制度等の耐震化の円滑な促進のための措置の活用により、住宅・建築物の耐震化を推進。
・あわせて、防災・安全交付金等による住宅・建築物の耐震診断・耐震改修等に対する支援や耐震対策緊急促進事業による耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断・耐震改修等に対する特別な支援、法人税・所得税・固定資産税の特例により、住宅・建築物の耐震改修を支援。		（住宅）
平成18年度
（非住宅）
平成26年度 ジュウタク ヘイセイ ネンド ヒ ジュウタク ヘイセイ ネンド		－		（住宅）
【所得税】
平成33年12月31日
【固定資産税】
平成32年3月31日
（非住宅）
【固定資産税】
平成32年3月31日 ジュウタク ショトクゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヒ ジュウタク コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		住宅局住宅生産課
39425 村上
住宅局建築指導課
39543 高橋 タカハシ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２)住宅・都市		1-1　7-1		【税制】密集市街地の改善に向けた対策の推進 ミッシュウ シガイチ カイゼン ム タイサク スイシン		密集市街地において、老朽化した建築物を除却し、防災性能を備えた建築物及び公共施設への転換を行う防災街区整備事業を推進するため、所得税・法人税・住民税等の特例措置を講じる。 オコナ ボウサイ ガイク セイビ ジギョウ スイシン ホウジンゼイ ジュウミンゼイ トウ トクレイ ソチ コウ		平成16年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日
等 トウ		住宅局市街地建築課
39644 西山
住宅局市街地住宅整備室
39677 松本

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-4　6-5		【税制】雨水貯留利用施設に係る割増償却制度		下水道法に規定する浸水被害対策区域において、民間事業者が300m3以上の雨水貯留利用施設を設置した場合、法人税及び所得税について５年間普通償却限度額の10％の割増償却ができる特例措置を講ずるもの。本施策により、局地的な大雨による浸水被害の軽減が期待される。 ゲスイドウホウ キテイ シンスイ ヒガイ タイサク クイキ ミンカン ジギョウシャ イジョウ ウスイ チョリュウ リヨウ シセツ セッチ バアイ ホウジンゼイ オヨ ショトクゼイ ネンカン フツウ ショウキャク ゲンドガク ワリマシ ショウキャク トクレイ ソチ コウ ホン セサク ケイゲン キタイ		平成10年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		水管理・国土保全局下水道部流域管理官付 34314 二川 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク ゲスイドウブ リュウイキ カンリカンツキ フタカワ

		国土交通省
○内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ				【税制】地震防災対策の用に供する償却資産に係る課税標準の特例措置		大規模地震対策が必要とされる地域内で、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取り扱う施設等、地震防災上の措置が必要な施設の管理者等が、緊急地震速報装置及びその関連設備など地震防災対策用資産を取得した場合、3年度分の固定資産税について課税標準額を2/3に減額する。		昭和58年度 ショウワ ネンド		－		43921		内閣府防災担当
調査企画担当
渡眞利、辰島
03-3501-5693 ナイカク フ ボウサイ タントウ チョウサ キカク タントウ ワタリ マサトシ タツシマ		済 スミ

		○国土交通省
内閣府		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-3　1-4		【税制】浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置		洪水、内水又は高潮の浸水想定区域内にある市町村地域防災計画に位置づけられた地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設）の所有者又は管理者が、水防法第１５条の２に規定された浸水防止計画に基づき、取得した浸水防止用設備（防水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止機）に係る固定資産税の特例措置を講じる。 カカ コテイ シサンゼイ トクレイ ソチ コウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		水管理・国土保全局河川環境課水防企画室　03-5253-8460　大山 スイボウ キカクシツ オオヤマ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置 レイ		所有する事業用資産を譲渡し、市街地再開発事業の保留床を取得し、事業の用に供した場合、譲渡価額のうち、譲渡益の80％について課税を繰り延べる（損金算入）措置により、民間事業者による早期かつ着実な保留床の取得を促し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 ショユウ ジギョウヨウ シサン ジョウト シガイチ サイカイハツ ジギョウ ホリュウ ユカ シュトク ジギョウ ヨウ キョウ バアイ ジョウト カガク ジョウトエキ カゼイ ク ノ ソンキン サンニュウ ソチ ミンカン ジギョウシャ ソウキ チャクジツ ホリュウ ユカ シュトク ウナガ シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和44年度		－		【所得税】平成32年12月31日
【法人税】平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市 ジュウタク トシ		1-1		【税制】市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置 シガイチ サイカイハツ ジギョウ セコウ トモナ シンチク シセツ ケンチクブツ カカ ゼイガク ゲンガク ソチ		新築後５年間、住宅床は２/３を、非住宅床は１/３（第一種市街地再開発事業は、１/４）を減額する措置により、権利者との合意形成を促進し、市街地再開発事業の円滑な施行を確保する。 シンチク ゴ ネンカン ジュウタク ユカ ヒ ジュウタク ユカ ダイ イッシュ シガイチ サイカイハツ ジギョウ ゲンガク ソチ ケンリシャ ゴウイ ケイセイ ソクシン シガイチ サイカイハツ ジギョウ エンカツ シコウ カクホ		昭和50年度 ショウワ ネン ド		－		43555		都市局市街地整備課　32743　矢野 トシ キョク シガイチ セイビカ ヤノ

		○経済産業省
農林水産省
国土交通省
環境省		４）エネルギー				【税制】省エネ再エネ高度化投資促進税制		＜省エネ＞
省エネ法の規制対象事業者等を対象とした、大規模又は複数事業者の連携による高度な省エネ投資に対して、特別償却30％又は税額控除７％（中小企業のみ）が可能。 
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税
＜再エネ＞
固定価格買取制度からの自立化や長期安定発電を促進するため、これに大きく貢献する先進的な設備の導入に対して、特別償却20%が可能。
（税目）所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税 ゼイモク		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課03-3501-9726、新エネルギー課03-3501-4031 シゲン チョウ ショウ シン ブ ショウ カ シン カ

		○経済産業省
環境省		４）エネルギー		6-1		【税制】コージェネレーションに係る課税標準の特例措置		一定の出力以上の熱電併給型動力発生装置（コージェネレーション設備）に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年度、６分の５とする措置。
＜税目＞（地方税）固定資産税 イッテイ シュツリョク イジョウ ド		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部熱電併給推進室
03-3501-1581
葉山 ケイザイ サンギョウショウ シゲン チョウ ショウ シン ブ ネツデン ヘイキュウ スイシン シツ ハヤマ

		○総務省
内閣府 ソウムショウ ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		4-1		【税制】地域データセンター整備促進税制 チイキ セイビ ソクシン ゼイセイ		法人税及び固定資産税の特例措置。
地域のデータセンターを整備するため、当該事業に用いるものとして認定された実施計画に従って取得した電気通信設備に対して支援。 オヨ コテイ シサンゼイ チイキ セイビ トウガイ ジギョウ モチ ニンテイ ジッシ ケイカク シタガ シュトク デンキ ツウシン セツビ タイ シエン		平成30年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		総合通信基盤局
データ通信課
武藤、白河 ソウゴウ ツウシン キバン キョク ツウシンカ ムトウ シラカワ

		２．税制 ゼイセイ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン		適用期限 テキヨウ キゲン		担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6　4-3		【税制】災害対策としてのラジオ中継局の整備を推進 ゼイセイ サイガイ タイサク チュウケイキョク セイビ スイシン		災害時に被災情報、避難情報等住民の生命・財産の確保に必要な情報の入手手段として大きな役割を果たす放送、特にラジオ放送が、当該情報を住民に適切に提供できないことがないよう、災害対策としてのラジオ送信所の整備等を行う民間放送事業者等に対し、予算措置や税制上の特例措置（固定資産税）による支援を行い、当該整備を推進する。 オコナ ミンカン ホウソウ ジギョウシャ トウ コテイ シサンゼイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		情報流通行政局
地上放送課
03-5253-5949
岩坪補佐、富澤係長

		○内閣府 ナイカクフ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		【税制】地方拠点強化税制 チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ		東京一極集中を是正し、地方に安定した良質な雇用を創出するため、地域再生法に基づき自治体が作成する計画に沿って、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を実施。具体的には、地方にある企業の本社機能を強化する取組（拡充型）に対してオフィス減税、雇用促進税制により支援をするとともに、東京２３区からの移転の場合（移転型）、拡充型よりも深掘りした支援措置を行う。 トウキョウ イッキョク シュウチュウ ゼセイ チホウ アンテイ リョウシツ コヨウ ソウシュツ チイキ サイセイホウ モト ジチタイ サクセイ ケイカク ソ チホウ キョテン キョウカ カクジュウ オコナ キギョウ タイ ゼイセイ トウ シエン ソチ ジッシ グタイテキ チホウ キギョウ ホンシャ キノウ キョウカ トリクミ カクジュウ ガタ タイ ゲンゼイ コヨウ ソクシン ゼイセイ シエン トウキョウ ク イテン バアイ イテン ガタ カクジュウ ガタ フカボ シエン ソチ オコナ		平成27年8月 ヘイセイ ネン ガツ		－		43921		＜担当部局＞
内閣府地方創生推進事務局

＜連絡先・担当者名＞（※）
①地方拠点強化税制全般及びオフィス減税について
　経済産業省 地域経済産業グルー プ
　地域企業高度化推進課
　　連絡先：03-350１-0645　
　　担当者：山田、納屋、小倉、出山、川越
②雇用促進税制について
　厚生労働省 職業安定局　雇用政策課　企画係
　　連絡先：03-3502-6770　
　　担当者：長山、平塚、猪瀬

※電話番号は併任先で実際の席があります
  経済産業省及び厚生労働省の電話番号を記載しております。
 タントウ ブキョク ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウシャ メイ チホウ キョテン キョウカ ゼイセイ ゼンパン オヨ ゲンゼイ チイキ ケイザイ サンギョウ レンラク サキ タントウ モノ ヤマダ ナヤ オグラ デ ヤマ カワゴ コヨウ ソクシン ゼイセイ レンラクサキ タントウ モノ ヒラツカ

		○国土交通省
内閣府		８)交通・物流		1-3　5-3
7-2		【税制】津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置		市町村が策定した「津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画」に基づき、民間企業が臨港地区内で取得・改良を行った津波対策に資する港湾施設等について固定資産税の特例措置により、臨海部に立地する民間企業の津波対策を促進するもの。		平成24年度 ヘイセイ		－		43921		港湾局海岸・防災課
46733　信田 コウワン キョク ノブタ

		○国土交通省
内閣府
総務省
経済産業省 ソウムショウ ケイザイ サンギョウショウ		８)交通・物流		1-1　1-3
1-4　1-6
2-1　2-2
2-3　2-4
2-6　3-3
3-4　4-1 
5-1　5-2
5-5　5-8 
6-1　6-4
8-4　　　　　　　 		【税制】防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置 ボウサイ ゲンサイ シ ドウロ ムデンチュウカ ソクシン カカ トクレイ ソチ		緊急輸送道路において無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置により、電気・通信事業者等の負担の軽減を図ることで、無電柱化事業を促進する。 デンキ ツウシン ジギョウシャ トウ フタン ケイゲン ハカ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－		43555		道路局環境安全課内線38153
久保智規 ドウロキョク カンキョウ アンゼンカ ナイセン クボ トモノリ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		８)交通・物流		5-2　5-3
6-1　7-2		【税制】コンビナート災害の発生・拡大防止と機能停止時のエネルギー供給確保		非常災害が発生した際に、海上輸送機能を維持しエネルギー供給等を確保するため、法人税及び固定資産税の特例措置により、石油桟橋等に至る航路沿いの民有護岸等の耐震改修を推進するもの。 カイジョウ ユソウ キノウ イジ トウ セキユ サンバシ トウ イタ コウロ ソ ミンユウ ゴガン トウ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		－		【法人税】
平成35年3月31日
【固定資産税】
平成33年3月31日 ホウジン ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ コテイ シサンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局海岸・防災課
危機管理室
46295 浅井 コウワン キョク キキ カンリシツ アサイ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカク フ		８)交通・物流		1-1　1-2
2-2　5-5
6-4　8-4		【税制】鉄道施設の耐震対策		鉄道事業者が実施する高架橋等の耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産税について、課税標準を５年間２／３に軽減する税制特例措置により、鉄道事業者の負担の軽減を図ることで、より一層の推進を図っているところ。 テツドウ シセツ ネンカン		平成25年度 ヘイセイ ネンド		－		43921		鉄道局施設課
40861 井ノ口 テツドウキョク シセツカ イ クチ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		８)交通・物流		2-2		【税制】港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換え等の場合の課税の特例措置 コウワン セイビ イジ カンリ オヨ ボウサイ タイサク トウ カカ サギョウ セン カイカ トウ バアイ カゼイ トクレイ ソチ		環境性能の高い作業船に買換えた場合の譲渡益を８０％まで圧縮記帳することができる税制特例措置により、作業船の買換を促進することで、環境負荷の低減を図るとともに、円滑な港湾整備や災害復旧の体制を確保するもの。 カンキョウ セイノウ タカ サギョウセン カイカ バアイ ジョウトエキ アッシュク キチョウ サギョウセン カイカエ ソクシン カンキョウ フカ テイゲン ハカ エンカツ コウワン セイビ サイガイ フッキュウ		平成26年度		－		【所得税】
平成32年12月31日
【法人税】
平成32年3月31日 ショトク ゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ ホウジンゼイ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		港湾局技術企画課
46636　糸瀬 コウワン キョク ギジュツ キカクカ イトセ

		○国土交通省
内閣府 コクド コウツウショウ ナイカクフ		１０）国土保全 コクド ホゼン				【税制】津波避難施設に係る特例措置 ゼイセイ ツナミ ヒナン シセツ カカ トクレイ ソチ		津波避難施設の確保の促進のため、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、市町村が指定又は管理協定を締結した津波避難施設について、その避難用部分及び附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）に対する、固定資産税の課税標準の特例措置を講じる。 ツナミ ボウサイ チイキ カン ホウリツ モト シテイ マタ オヨ フゾク ボウサイヨウ ソウコ ボウサイヨウ ヒジョウヨウ デンゲン セツビ		平成24年度 ヘイセイ ネンド		－		44286		水管理・国土保全局河川環境課　水防企画室　03-5253-8460　大山 ミズ カンリ コクド ホゼン キョク カセン カンキョウ カ スイボウ キカクシツ

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3		危険物施設の震災等対策ガイドライン キケンブツ シセツ シンサイトウ タイサク		東日本大震災の実態を踏まえ、危険物施設における震災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を適切かつ容易にするためのガイドラインを作成し、消防本部等を通じて事業者に周知した。 ホンブ トウ シュウチ		平成25年度 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		非常災害時における危険物の貯蔵・運搬 ヒジョウ サイガイ ジ キケンブツ チョゾウ ウンパン		東日本大震災時に行われた仮貯蔵・仮取扱い等の実態を調査するとともに、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方について検討を行い、震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドラインを策定し、消防本部等に周知した。 ショウボウ ホンブ トウ		平成25年度 ヘイセイ ネン ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		 5-3　 6-1		内面の腐食を防止するためのコーティング等の措置の実施並びに地下貯蔵タンク等の規制の合理化 ナイメン フショク ボウシ トウ ソチ ジッシ ナラ チカ チョゾウ トウ キセイ ゴウリカ		既設の地下貯蔵タンクの設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚から腐食のおそれが（特に）高いものとされるものについて、腐食を防止するためのコーティング等の流出事故防止対策を講ずること及び地下貯蔵タンクの材質の性能規定化等を主な内容とする危険物の規制に関する規則等の改正を行った。 カイセイ オコナ		平成22年度
 ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○総務省 ソウムショウ		１）行政機能／警察・消防等 ギョウセイ キノウ ケイサツ ショウボウ トウ		6-1		石油タンクの耐震化		過去の地震被害等を踏まえ、容量が500KL以上の屋外タンク貯蔵所について、タンク本体及び基礎地盤の耐震化を主な内容とする危険物の規制に関する政令等の改正を行った。		平成10年度 ヘイセイ ド		-				消防庁予防課危険物保安室
03-5253-7524
松葉 ショウボウチョウ ヨボウ カ キケンブツ ホアンシツ マツバ

		○国土交通省 コクド コウツウショウ		２）住宅・都市		1-1		老朽化マンションの建替え等の促進 ロウキュウ カ タテカエ トウ ソクシン		耐震性不足のマンションについて、マンション及びその敷地の売却を多数決により行うことを可能とする制度及び容積率制限の緩和制度の創設を内容とする改正マンション建替円滑化法が平成２６年１２月に施行された。また、住宅団地の再生促進に向けての都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が平成２８年６月に成立し、同年９月に施行された。		平成26年度 ヘイセイ ネン ド		－				住宅局 市街地建築課マンション政策室
39684 間瀬
住宅局 市街地建築課
39634 高梨 ジュウタクキョク シガイチ ケンチクカ セイサクシツ

		○内閣府 ナイカク フ		２）住宅・都市		1-1　2-1
2-5		都市再生緊急整備地域における滞在者等の安全の確保		国、地方公共団体、関係事業者等が、都市再生緊急整備地域の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民連携による都市の安全確保対策を進める。		平成24年7月 ヘイセイ ネン ガツ		－				内閣府地方創生推進事務局
連絡先：03‐6206‐6174
担当：松村・岩田 ナイカク フ チホウ ソウセイ スイシン ジムキョク レンラク サキ タントウ マツムラ イワタ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4　
3-3　3-4
5-2　6-1		被災地以外からのバックアップ体制強化 ヒサイチ イガイ タイセイ キョウカ		燃料供給のバックアップ体制を強化するため、事業者、国、地方公共団体による訓練の実施を通じて得られた課題の改善を図る。また、被災地域内の製油所の精製機能が停止した際、地域外からの石油製品の供給を確保すべく、石油精製・元売各社において策定された「系列BCP」について、外部有識者による系列ＢＣＰ格付け審査等を通じ、不断の見直しを促進する。 ネンリョウ キョウキュウ タイセイ キョウカ クニ チホウ コウキョウ ダンタイ クンレン ジッシ ツウ エ カダイ カイゼン ハカ セキユ セイセイ モトウ カクシャ サクテイ ケイレツ ガイブ ユウシキシャ ケイレツ カクヅ シンサ ナド ツウ		平成25年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省
 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
3-3　3-4
5-2　6-1		災害時石油供給連携計画の訓練続及び計画の見直し サイガイ ジ セキユ キョウキュウ レンケイ ケイカク クンレン ゾク オヨ ケイカク ミナオ		
石油備蓄法により、大手石油精製・元売会社に対し、災害時の石油供給を大手石油精製・元売会社が一致協力して行えるよう全国10地域ごとに共同作業体制の構築、設備の共同利用、石油輸送協力等の計画（災害時石油供給連携計画）の共同作成が義務づけられており、災害により石油供給不足が発生する場合等に備え、計画に基づいた訓練や計画の見直しを促す。具体的には、①コンビナート防災訓練等で得られた課題の改善、②関係機関合同でのコンビナート防災訓練や燃料供給にかかる実動訓練の継続的な実施及び連携強化等に取り組む。
 ソナ ケイカク モト クンレン ケイカク ミナオ ウナガ グタイテキ ケイゾクテキ ジッシ オヨ ナド		平成24年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課　 シゲン ネンリョウブ セキユ セイセイ ビ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		４）エネルギー		2-1　2-4
5-2　6-1		石油サプライチェーンの維持・強化に向けた関係機関の協議体制を強化		関係省庁、業界団体等を構成員とする「SS過疎地対策協議会」において、災害対応を含めた「SS過疎地問題」の解決に向け、問合せ窓口の設置等、自治体・地域住民等への支援を実施。
SSの立地情報等のデータベースを活用した石油製品流通網把握システムにより、地域における石油供給網の維持強化の取組を促進。 カンケイ ショウチョウ ギョウカイ ダンタイ トウ コウセイイン カソチ タイサク キョウギカイ サイガイ タイオウ フク カソチ モンダイ カイケツ ム トウ ジチタイ チイキ ジュウミン トウ シエン ジッシ リッチ ジョウホウ トウ カツヨウ セキユ セイヒン リュウツウモウ ハアク チイキ セキユ キョウキュウモウ イジ キョウカ トリクミ ソクシン		平成27年度 ヘイセイ ネンド		-				資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課
03-3501-1320
宇野、道合 ウノ ミチアイ

		○金融庁 キンユウ チョウ		５）金融 キンユウ		5-7		金融機関等の業務継続体制に対するモニタリングの実施 キンユウ キカン トウ ギョウム ケイゾク タイセイ タイ ジッシ		各業態向けの監督指針において、金融機関に対するモニタリングの中で、金融機関における危機管理体制に重大な問題がないか検証することとしている。
具体的には、地震等の自然災害を含む危機を対象とした危機管理マニュアル及び業務継続計画の策定状況や、定期的な点検・訓練の実施状況のほか、システムセンター等のバックアップや重要業務の再開等の体制整備の状況について留意することとしており、危機発生時においても、国民生活・経済にとって重要な業務の継続が確保されるようモニタリングを行うこととしている。		平成16年5月 ヘイセイ ネン ガツ		-				監督局総務課監督調査室　担当：汐崎補佐、福岡係長　電話：03-3506-6373
y-shiosaki@fsa.go.jp
chiaki.fukuoka@fsa.go.jp カントク キョク ソウムカ カントク チョウサシツ タントウ シオザキ ホサ フクオカ カカリチョウ

		○内閣府 ナイカク フ		６）情報通信 ジョウホウ ツウシン		1-6		準天頂衛星システムの開発・整備・運用		測位衛星の補完機能(測位可能エリアの拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備し、衛星安否確認サービス、災害危機管理情報の提供による早期異常検知・避難誘導支援等を実現。		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15,330の内数 ウチスウ				宇宙開発戦略推進事務局
準天頂衛星システム戦略室
川津、小林
03-6257-1778（内線34221）

		３．規制改革・情報提供 キセイ カイカク ジョウホウ テイキョウ

		府省庁名 フショウチョウ メイ		施策分野 セ サク ブンヤ		45のプログラム番号 バンゴウ		施策名 セ サク メイ		施策の概要 セ サク ガイヨウ		施策の
開始時期 ジキ		H30予算等
（百万円） ヨサン トウ ヒャクマンエン				担当部局・連絡先
・担当者名 タントウ ブキョク レンラクサキ タントウシャ メイ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		製造業の緊急時対応力向上のため、民間企業におけるBCP策定の取組を推進 セイゾウギョウ キンキュウジ タイオウリョク コウジョウ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ スイシン		自然災害等の事業継続を脅かすリスクに対処するBCPを民間企業が策定する取組を支援し、我が国製造業のサプライチェーンの強靱化を図る。サプライチェーンでの取組を軸に、特に、BCP策定率の低い中堅・中小企業を巻き込み、全国に専門家を派遣して実効的なBCP策定のためのワークショップ等の開催。 シゼン サイガイ トウ ジギョウ ケイゾク オビヤ タイショ ミンカン キギョウ サクテイ トリクミ シエン ワ クニ セイゾウギョウ キョウジンカ ハカ トリクミ ジク トク サクテイ リツ ヒク チュウケン チュウショウ キギョウ マ コ ゼンコク センモンカ ハケン ジッコウテキ サクテイ トウ カイサイ		平成30年度 ヘイセイ ネンド		15				製造産業局
総務課 セイゾウ サンギョウキョク ソウムカ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ		７）産業構造 サンギョウ コウゾウ		5-1		中小企業における団体や地域との連携も含めた効果的なBCP作成の促進		大規模地震の発生などの緊急事態に遭遇した場合でも早期の復旧、復興、事業の継続を可能とするため、中小企業・小規模事業者のBCPの策定・運用を促進する。 ダイキボ ジシン ハッセイ キンキュウ ジタイ ソウグウ バアイ ソウキ フッキュウ フッコウ ジギョウ ケイゾク カノウ チュウショウ キギョウ ショウキボ ジギョウシャ サクテイ ウンヨウ ソクシン		平成29年度 ヘイセイ ネンド		700				中小企業庁
経営安定対策室
03－3501－0459
長沼、岩瀬 チュウショウ キギョウチョウ ケイエイ アンテイ タイサク シツ ナガヌマ イワセ

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5-8		土地改良施設に係る施設管理者の業務継続体制の確立（継続計画策定）の推進及び体制強化 トチ カイリョウ シセツ カカ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク タイセイ カクリツ ケイゾク ケイカク サクテイ スイシン オヨ タイセイ キョウカ		大規模災害時に農業生産や周辺地域への影響の軽減を図ることを目的として、平成28年度から「業務継続計画策定マニュアル」を活用し、関係機関と連携のもと基幹的農業水利施設を管理している土地改良区等の施設管理者へ業務継続計画策定等の支援を行っている。
 ヘイセイ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ カツヨウ カンケイ キカン レンケイ キカンテキ ノウギョウ スイリ シセツ カンリ トチ カイリョウク トウ シセツ カンリシャ ギョウム ケイゾク ケイカク サクテイ トウ シエン オコナ		平成28年度 ヘイセイ ネンド		－				農村振興局整備部防災課災害対策室・6744-2211・小泉、鍵本 ノウソン シンコウキョク セイビブ ボウサイカ サイガイ タイサクシツ コイズミ カギモト

		○農林水産省 ノウリンスイサンショウ		９）農林水産 ノウリン スイサン		5－8		官民連携新技術研究開発事業【再掲】 カンミン レンケイ シンギジュツ ケンキュウ カイハツ ジギョウ		農業農村整備事業の現場にすぐに生かせる、土地改良施設の長寿命化や耐震強化などの新技術開発を、官民の密接な連携の下に進めることで、農業農村整備事業を一層効率的に推進することを目的とし、新技術の研究開発を行う者に対して、予算の範囲内において、新技術の研究開発に要する経費の補助を行う。		平成9年度 ヘイセイ ネンド		97				農村振興局整備部設計課施工企画調整室・3591-5798・新井 ノウソン シンコウキョク セイビ ブ セッケイカ セコウ キカク チョウセイシツ アライ

		○経済産業省 ケイザイ サンギョウショウ				1-3　2-1
7-3　7-4		災害対応等のためのロボット・小型無人機（ドローン）の技術開発・実証 サイガイ タイオウ トウ コガタ ムジンキ ギジュツ カイハツ ジッショウ		ロボットやドローンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等を福島ロボットテストフィールド等を活用し開発する。その成果を国際標準化につなげるとともに世界の最新技術を集め、日本発のルールでロボットの開発競争を加速させる仕組みを構築する。 セイノウヒョウカ キジュン カンリ ショウトツ カイヒ ギジュツ トウ フクシマ トウ カツヨウ カイハツ セイカ コクサイ ヒョウジュン カ セカイ サイシン ギジュツ アツ ニホンハツ カイハツ キョウソウ カソク シク コウチク		平成29年度 ヘイセイ ネンド		3,220				製造産業局
産業機械課 セイゾウ サンギョウキョク サンギョウ キカイ カ
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高規格堤防特別区域
（土地利用に一定の制約）

河川区域河川区域

国による盛土

高規格堤防整備事業に伴う高規格堤防特別区域内の新築の家屋に係る税額の減税措置の創設
（固定資産税）

高規格堤防整備事業により高規格堤防特別区域内に従前権利者が新築する家屋の固定資産税について税額を減税する。

施策の背景

○ 高規格堤防は、首都圏、近畿圏の人口・資産等が高密度に集積しているゼロメートル地帯等の低平地において、幅の広い緩傾斜の堤
防として整備するものであり、堤防決壊による壊滅的な被害を防ぐことができる。さらに周辺住民等の避難場所として機能し、良好な都市
空間・住環境が形成されるなど多面的な効果が発揮される。

○ 高規格堤防の整備による水害リスクの軽減効果は、高規格堤防の整備区域のみならず周辺の住民等、更には我が国の社会経済活
動等にも発揮するが、整備にあたっては整備区域内の多くの住民等の理解と協力が必要不可欠であり、住民等との合意形成の円滑化
が事業推進の喫緊の課題となっている。このため、本特例措置の創設により、住民等との合意形成を円滑に進め、高規格堤防の整備を
加速化するものである。

要望の概要

特例措置の内容

【固定資産税】
高規格堤防特別区域内に従前権利者が新築する家屋の固定資産税について、従前権利者居住用住宅については２／３、
従前権利者非居住用住宅及び非住宅用家屋については１／３を、新築後５年間減額する。

事業前 事業後

事業地外に仮移転
（１回目の移転） 元の土地に戻る本移転

（２回目の移転）

事業中

要 望

３年間（平成31年４月１日～平成34年３月31日）の特例措置を創設する。

河川区域

仮移転先での
数年間の生活

新築する家屋の固定資産税を減額

超過洪水等に対し
堤防決壊の恐れ

堤防決壊による
壊滅的な被害を防止
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市街地再開発事業の円滑な推進を図るため、従前権利者が取得した施設建築物に係る税額の減額措
置（５年間減額）を延長する。

市街地再開発事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置（固定資産税）

①床面積が５０㎡以上２８０㎡以下
であり、居住の用に供する部分

②非居住部分等（①以外）

特例なし 特例あり

2/3
減額

固定
資産税

1/3
減額
（※）

特例なし 特例あり

固定
資産税

（※）第一種市街地再開発事業の施行
に伴うものについては１/４減額

保留床

保留床

権利床

権利床

権利床

再開発事業の
施設建築物

対
象
部
分

対
象
外

･･･特例の対象部分

Ｃｐｃｐ

施策の背景・目的

市街地再開発事業の施行に当たっては、円滑な合
意形成が不可欠。しかしながら、事業により固定資
産税が増加するなど、事業後の生活再建に不安を
抱える権利者が少なくない。

税制上の特例措置を講じ、従前権利者の生活環
境の激変を緩和することにより、合意形成の円滑
化を図る。

・都市の国際競争力強化に向けた都市機能の更新
・コンパクトシティの形成に向けた都市機能の集約
・安全なまちづくりに向けた木造密集市街地の改善
を図る上で、市街地再開発事業が有効。

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600

従前 特例なし 特例あり

約2.5倍

税制改正要望の概要

①床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であり、居住の用に
供する部分：５年間、税額の２／３を減額

②非居住部分等（①以外）：５年間、税額の１／３（※）を
減額（※）第一種市街地再開発事業の施行に伴うものは１/４減額

適用期限を平成３３年３月３１日まで２年延長

沼津市大手町地区における固定資産税の変化
（５サンプル地権者の平均、単位：千円）1

従前権利者

約1.7倍
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中小企業防災・減災投資促進税制（法人税・事業税・所得税）

 自然災害が頻発する中、災害による影響を軽減するための事前対策の強化は喫緊の課題。
 中小企業が災害への事前対策を強化するための設備投資を後押しするため、自家発電機、制
震・免震装置等の防災・減災設備に対して、特別償却（20％）を講じる。

 事業者が作成した事前対策のための計画を、経済産業大臣が認定。認定計画に含まれる設備
の導入に対して、上記の税制措置を適用。

改正概要 【適用期限：平成３２年度末まで】

税制の概要
【対象者】
事業継続力強化計画（仮称）の認定を受けた中小企業・小規模事業者

【対象設備】
事前対策を強化するために必要な防災・減災設備
＜対象設備＞
 機械装置（100万円以上）：自家発電機、排水ポンプ 等
 器具備品（30万円以上）：制震・免震ラック、衛星電話 等
 建物附属設備（60万円以上）：止水板、防火シャッター、排煙設備 等

【税制措置の内容】
対象設備への投資に対する特別償却（20%）を講じる。

【税制措置のスキーム】

①「強化計画」（仮称）策定
【対象事業者】
・中小企業・小規模事業者
【計画記載事項】
・取組内容・実施期間
・防災・減災設備の内容 等

②申請 ③認定

経済産業大臣

④税務申告⑤税制優遇
所轄の税務署

新設
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防災・減災及び交通安全に資する道路の無電柱化の促進に係る
特例措置の拡充・延長（固定資産税）

防災上重要な道路や交通安全上の課題がある道路における無電柱化を促進するため、一般送配電事業者、電
気通信事業者、有線放送事業者等が、緊急輸送道路及び交通安全上の課題がある道路等において無電柱化を
行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の特例措置を拡充・延長する。

施策の背景

要望の結果

○東日本大震災等では、電柱の倒壊により道路啓開が阻害されるなど、緊急輸送道路の通行をはじめ交通に支障が発生。
○平成28年度税制改正により、緊急輸送道路を対象に無電柱化の促進のため固定資産税の特例措置を創設。
○平成30年３月に道路法が改正され、安全かつ円滑な交通を確保する観点から占用制限の対象が拡大されるとともに、同年４月

に「無電柱化推進計画」が策定され、防災上重要な道路に加え、交通安全上の課題がある道路についても無電柱化を強力に
進める必要がある。

○技術開発の進展により、狭い道路においても地中化方式の工事施工が可能となった。

○無電柱化を促進するため、電線管理者が無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に対し固定資産税の特例措置を適用。

・対象道路：現行の緊急輸送道路に加え、交通安全上の課題がある道路等（バリアフリー生活関連経路、通学路等）を追加

・特例措置の内容：道路法第37条に基づき電柱の占用を禁止又は制限している道路の区域 課税標準４年間1/2に軽減
上記以外の緊急輸送道路 課税標準４年間3/4に軽減

・特例期間：３年間（平成31年４月１日～平成34年３月31日）延長

通学児童が車道にはみ出す事例 歩道ではすれ違えず車道にはみ出す事例

【歩道の幅員が狭小な箇所での占用制限】

占用制限

2.0m2.0m

電柱により車道にはみ出す

2.0m2.0m

歩道を安全・円滑に歩ける
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コージェネレーションに係る課税標準の特例の規定に係る所要の措置の延長 （固定資産税）

 コージェネレーションの普及拡大を通じて、分散型エネルギーシステムへの転換を図り、大規模集中
型電力システムの脆弱性を補完し、以って電源セキュリティの向上を図る。

 天然ガスをはじめとした化石燃料のクリーン利用（省CO2）および省エネルギーを通じて、地球温
暖化問題に対応する。

延長

延長内容 【創設年度：平成２５年度、適用期限：平成３２年度末まで】

○ コージェネレーションに係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間、１２分の１１（現行：６分の５）と
した上で、２年間延長する。

コージェネレーションシステム コージェネレーション

電気エネルギー

廃熱利用
捨てられている廃熱
（未利用エネルギー）を活用

１年目 ２年目 ３年目

課税
標準 5/6 5/6 5/6

税負担＝課税標準×税率

【減収額】 ▲ １．６億円
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